
1

　評価・・・ A：計画どおり進んでおり、効果があった
             B：概ね計画どおり進んでおり、効果が認められた
　　　　　 　C：計画より若干遅れているが、成果が出てきている
　　　　　　 D：計画より遅れている、または計画より効果が下回った
　　　　　 　E：計画の達成が困難、実施を見合わせる、または効果が非常に尐なかった

数　値
（削減効果額など）

今後の方向性

・川島町総合振興計画や川
島町行政改革大綱などの主
要な事業との整合性を図
り、効果的な評価を実施す
る。

・川島町総合振興計画や川
島町行政改革大綱などの主
要な事業との整合性を図
り、効果的な評価を実施す
る。

・川島町総合振興計画や川
島町まち・ひと・しごと創
生総合戦略、川島町行政改
革大綱などの主要な事業と
の整合性を図り、効果的な
評価を実施する。

評　価 A ・ B ・ C ・ D ・ E A ・ B ・ C ・ D ・ E A ・ B ・ C ・ D ・ E

成果指標
・

計画

・設定した事業に対して目
標値を設定

（主要事業として位置付け
た事業の3割又は60事業以下
を選定　平成24年度は50事
業とする）

実　績

・人事考課の組織目標にお
いて、各課の主要事業に目
標値を設定：102事業

※実施計画において主要事
業での目標値の設定を予定
していたが、人事考課の組
織目標において、組織の方
針の確認、課題の発見と整
理を行い、これにより今年
度の重点項目について目標
設定、具体的な達成基準の
整理ができているためこれ
を採用した。

・目標値設定事業数：59事
業
考課点：72.2点/課

※人事考課の組織目標より
重点事業を、課長の個人目
標として概ね４事業抽出し
ている。これについて、考
課点を積算した。

・目標値設定事業数：62事
業
考課点：71.7点/課

・人事考課職務目標に対す
る、達成率の評価を実施

・人事考課において課長が
作成する、個人目標管理
シートの事業達成度により
評価を行う。
考課点90点/課以上（100満
点中）

・人事考課職務目標に対す
る、達成率の評価を実施

・人事考課において課長が
作成する、個人目標管理
シートの事業達成度により
評価を行う。
考課点90点/課以上（100満
点中）

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

取り組み内容

・実施計画で主要事業に目
標値設定

・目標値の達成度による評
価

・目標値未達成事業の検
証・見直し、予算への反映

・目標値の達成度による評
価

・目標値未達成事業の検
証・見直し、予算への反映

行動計画の内容
　目標値に基づいた事業評価を実施することにより、課題の発見や目的の明確化を図
り、事業の見直しや予算編成・各計画の改定等に反映させ、効率的な行政運営を図り
ます。

第３次川島町行政改革大綱第３期行動計画調書・進行管理表

評価項目 1 事業評価の実施（目標値の導入） 担当課
全課

（取りまとめ：政策）

事業の目標値に対する、達成率の評価の実施 

 ⇒ 実績71.7点/成果指標90点 
 ＝79.6％   C判定  
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行動計画の内容

第３次川島町行政改革大綱第３期行動計画調書・進行管理表

評価項目 2 環境負荷の低減 担当課
政策推進・町民生活・健
康福祉・上下水道・教育
総務・生涯学習

　環境にやさしいまちづくりを推進するため、公共施設等における省エネルギーの推
進や地域における家庭雑排水の水質改善により、できる限り費用をかけず環境負荷の
低減に積極的に取り組みます。

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

取り組み内容

成果指標・計画

・公共施設における節電の
実施（施設ごとに分析）

・防犯灯のLED化（H26年度
までに2,400基）

・合併処理浄化槽の普及、
推進

・使用電力量削減によるCO2
排出量の削減（H22年度排出
量対比10％削減）

・LED防犯灯への交換
                1,200基

・小型合併処理浄化槽維持
管理補助制度申請件数
                 300件

・公共施設における節電の
実施（施設ごとに分析）

・防犯灯のLED化（H26年度
までに2,400基）

・合併処理浄化槽の普及、
推進

・公共施設における節電の
実施（施設ごとに分析）

・防犯灯のLED化（H26年度
までに2,550基）

・合併処理浄化槽の普及、
推進

・使用電力量削減によるCO2
排出量の削減（前年度排出
量対比3％削減）

・LED防犯灯への交換
                 750基

・小型合併処理浄化槽維持
管理補助制度申請件数
                 900件

評　価 A ・ B ・ C ・ D ・ E

実　績

・使用電力量削減によるCO2
排出量の削減（前年度排出
量対比1％削減）

・LED防犯灯への交換
                 880基

・小型合併処理浄化槽維持
管理補助制度申請件数
　                914件

・新庁舎の通常利用に係る使用
電力の調査を実施した。使用実
態分析や、節電方策については
検討中。

・LED防犯灯への交換
                 334基
・小型合併処理浄化槽維持管理
補助制度申請件数
　              1,011件

数　値
（削減効果額など）

A ・ B ・ C ・ D ・ E

・公共施設における電力の
使用実態について分析し、
節電方策を実施する

・LED防犯灯への交換
           　　　330基

・小型合併処理浄化槽維持
管理補助制度申請件数
　         　　1,200件

・使用電力量削減によるCO2
排出量の削減　H22年度排出
量対比14％削減

・LED防犯灯への交換
                1,340基

・小型合併処理浄化槽維持
管理補助制度申請件数
                 792件

A ・ B ・ C ・ D ・ E

　評価・・・ A：計画どおり進んでおり、効果があった
             B：概ね計画どおり進んでおり、効果が認められた
　　　　　 　C：計画より若干遅れているが、成果が出てきている
　　　　　　 D：計画より遅れている、または計画より効果が下回った
　　　　　 　E：計画の達成が困難、実施を見合わせる、または効果が非常に尐なかった

今後の方向性

・環境負荷の低減策は、概
ね計画通りに進捗している
ため、引き続き使用電力の
削減に努める。小型合併処
理浄化槽維持管理補助制度
の普及を図り、水質保全を
図る。

・引き続き使用電力の削減
に努めるとともに、現状の
分析を行う。小型合併処理
浄化槽維持管理補助制度の
普及を図り、水質保全を図
る。

・使用電力の調査結果を基に、
節電方策を検討する。

・引き続き新設防犯灯について
は、ＬＥＤ型防犯灯の設置に努
めるとともに、現状の分析を行
う。小型合併処理浄化槽維持管
理補助制度の普及を図り、水質
保全を図る。

①電力使用実態の分析、節電方策の実施 
      ⇒ C判定 60％ 

②LED防犯灯へ交換 

      ⇒ A判定  100％ 

③小型合併処理浄化槽維持管理補助制

度申請件数 

      ⇒ B判定  80％ 

【評価】 
（①60％＋②100％＋③80％）÷3＝80％ 
 ⇒B判定 
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　評価・・・ A：計画どおり進んでおり、効果があった
             B：概ね計画どおり進んでおり、効果が認められた
　　　　　 　C：計画より若干遅れているが、成果が出てきている
　　　　　　 D：計画より遅れている、または計画より効果が下回った
　　　　　 　E：計画の達成が困難、実施を見合わせる、または効果が非常に尐なかった

数　値
（削減効果額など）

今後の方向性

・新庁舎において、より効
率的に住民サービスが提供
できるような組織・機構の
再編について研究を行う。

・定員管理計画を早期に策
定する。

・より効率的に住民サービ
スが提供できるような組
織・機構の再編について研
究を行う。

・定員適正化計画を基に、
適正な正規職員数及び臨時
職員等の管理を行ってい
く。

・正規職員数及び臨時職員等の
適正管理を目的に、定員適正化
計画を改定する。
・再任用制度を構築し、実施す
る。
・今後も、組織・機構の見直し
を定期的に実施する。

評　価 A ・ B ・ C ・ D ・ E A ・ B ・ C ・ D ・ E A ・ B ・ C ・ D ・ E

成果指標・計画

・各課の問題点・課題を整理

・定員適正化計画の数値目標に
則って、適正な正規職員及び臨
時職員数の管理を行う

・新庁舎における最適な組織体
制及び執務室の配置を決定する

実　績

・定員管理計画策定にあ
たっては、各課の必要人員
や今後の業務量の推移見込
み等について調査を実施
・平成26年2月に定員適正化
計画を策定
・窓口業務等を担当するた
め及び育児休業により不足
する職員数を補うため、総
務課にて臨時職員を採用

・各課の状況を調査し、問題点
や課題を整理した。
・窓口業務等の人員増加や、育
児休業により不足する職員数を
補うため、臨時職員を採用し、
定員適正化計画に則った管理に
努めた。
・新庁舎における組織体制につ
いては現状通りとし、執務室の
配置決定のみ実施。

・各課とのヒアリングの結
果、課の人数が多くなりす
ぎた弊害を改善するため、
また、新規事業に対応する
ために定員は維持した状態
で１課を新設

・定員管理計画（案）を作
成

・各課の問題点・課題を整
理

・定員管理計画の策定

・各課の問題点・課題を整
理

・定員管理計画の策定・実
行

取り組み内容

・組織・機構の再編に努
め、職員の適正配置を行う
ため、ヒアリングによる課
題の抽出と対応策の実施を
行う

・組織・機構の再編に努
め、職員の適正配置を行う
ため、ヒアリングによる課
題の抽出と対応策の実施を
行う

・組織・機構の再編に努
め、職員の適正配置を行う
ため、ヒアリングによる課
題の抽出と対応策の実施を
行う

行動計画の内容

　住民にとってわかりやすく、質の高い行政サービスを提供するため、より機能的な
組織となるよう見直しを図ります。
　また、事務事業や事務分担などを見直し、事務事業量に応じた人員を中期的な展望
のもと確保し、効果的な適正配置を毎年度行います。これにより、時間外勤務の抑制
を図ります。

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

第３次川島町行政改革大綱第３期行動計画調書・進行管理表

評価項目 3
行政の組織・機構の見直しと定員管理の
適正化

担当課 総務・政策推進

①各課の問題点・課題を整理 

         ⇒ A判定  100％ 

②職員数の適正管理 

         ⇒ B判定  80％ 

③新庁舎における執務室の配置決定 

         ⇒ 判定  100％ 

【評価】 
（①100％＋②60％＋③100％）÷3＝86.6％ 
                   ⇒ B判定 
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・審議会等附属機関のあり
方の基本指針を平成25年度
早期に策定する。
・審議会の公開について
は、川島町審議会等の会議
の公開に関する要綱を制定
したので、公募の規定につ
いて例規の整備を促す。

・策定した審議会等附属機
関のあり方の基本指針に基
づき、定数や職の重複、運
営方法について引き続き見
直しを行う。

・今後は、調査結果を基に、審
議会等附属機関の委員定数や職
の重複、運営方法について見直
しを行う。

評　価 A ・ B ・ C ・ D ・ E A ・ B ・ C ・ D ・ E A ・ B ・ C ・ D ・ E

　評価・・・ A：計画どおり進んでおり、効果があった
             B：概ね計画どおり進んでおり、効果が認められた
　　　　　 　C：計画より若干遅れているが、成果が出てきている
　　　　　　 D：計画より遅れている、または計画より効果が下回った
　　　　　 　E：計画の達成が困難、実施を見合わせる、または効果が非常に尐なかった

数　値
（削減効果額など）

実　績

・審議会等附属機関のあり
方の基本指針（案）を作成

・審議会等附属機関委員の
公募制の導入　　4審議会等

・審議会等附属機関委員の
女性委員の登用
　          達成率50.0％

・審議会等附属機関のあり方の
基本指針（公募制の導入等）を
策定

・審議会等附属機関委員の公募
制の導入　5審議会（H25委嘱11
審議会　※全36審議会）

・審議会等附属機関委員の女性
委員の登用
         達成率50.0％達成
（８審議会中６審議会達成）

・審議会等附属機関の総数や委
員総数、女性委員総数及び女性
比率の調査の実施に留まり、課
題の整理まで至らなかった。

今後の方向性

行動計画の内容
　審議会等附属機関の定数や職の重複、運営方法などを見直して、広範な人材活用と
組織の整理・統合及び審議内容の外部への公表を図ります。

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

第３次川島町行政改革大綱第３期行動計画調書・進行管理表

評価項目 4 審議会等附属機関の見直し 担当課
全課

（取りまとめ：政策）

・調査・課題整理をし、審
議会等附属機関のあり方の
基本指針の作成

・例規の整備（審議会等附
属機関の会議の公開につい
て、審議会等附属機関委員
の公募の規定について）

・審議会等附属機関のあり
方の基本指針作成
・H24年度委嘱する審議会に
おいて、審議会等附属機関
委員の公募制の導入
             ３審議会
・H24年度委嘱する審議会等
附属機関において、女性委
員の登用30％以上の達成率
30％以上

・審議会等附属機関のあり
方の基本指針策定
・H25年度委嘱する審議会に
おいて、審議会等附属機関
委員の公募制の導入
              ３審議会
・H25年度委嘱する審議会等
附属機関において、女性委
員の登用30％以上の達成率
50％以上

・公募制や女性委員の登用につ
いては、前年度の水準を維持し
つつ、審議会等附属機関のあり
方の基本指針に基づき、改めて
運営や選出方法、男女構成比な
ど課題の整理を行う

取り組み内容

・見直し（審議会等附属機
関の設置条例等見直し）

・審議会等附属機関のあり
方の基本指針に基づく審議
会等附属機関の運営などの
見直しを実施

成果指標・計画

①審議会等附属機関のあり方の基本指針に基づ

き、課題の整理        
    ⇒ B判定  80％ 
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・平成27年度末の川島幼稚
園の廃止に向けてた準備を
進める。また、平成27年度
に始まる子ども・子育て支
援新制度の本格施行の準備
を進め、住民のニーズに基
づき子育て支援について策
定する「子ども・子育て支
援事業計画」の準備を行
う。

・ニーズ調査の結果を踏ま
え、地域の子ども・子育て
を支援する事業計画を策定
する。
・子育て支援拠点事業の計
画について庁内検討委員会
と子ども・子育て会議の中
で検討していく。

・子ども・子育て会議にお
いて、計画の進行管理を
行っていく。
・整備計画を基に、平成27
年度に実施（詳細）設計、
平成28年度に工事、平成29
年度に子育て支援拠点施設
のオープンを目指す。

評　価 A ・ B ・ C ・ D ・ E A ・ B ・ C ・ D ・ E A ・ B ・ C ・ D ・ E

　評価・・・ A：計画どおり進んでおり、効果があった
             B：概ね計画どおり進んでおり、効果が認められた
　　　　　 　C：計画より若干遅れているが、成果が出てきている
　　　　　　 D：計画より遅れている、または計画より効果が下回った
　　　　　 　E：計画の達成が困難、実施を見合わせる、または効果が非常に尐なかった

実　績

・幼稚園・保育園の見直し
担当者会議により「行政改
革大綱に基づく幼稚園・保
育園の見直しの検討につい
て」をとりまとめ、平成27
年度末の川島幼稚園の廃止
を決定

・ニーズ調査を実施し、結果を
分析し報告書を作成
・子ども・子育て会議を設置
（会議2回開催）
・子育て支援拠点事業庁内検討
委員会設置（会議7回開催）

・子ども・子育て会議4回開催
・子ども・子育て支援事業計画
（かわじま子育て応援プラン）
を策定
・町民参画のワークショップを
3回開催し、川島町子育て支援
拠点施設等整備計画を策定

数　値
（削減効果額など）

今後の方向性

取り組み内容

・幼稚園・保育園のあり方
の検討

・子ども・子育て支援事業
計画策定に向けた検討

・H27年度からスタートする
「子ども・子育て支援新制
度」にむけた準備
・幼稚園廃止後の施設を中
心としたこれからの町の子
育て支援事業の検討

成果指標・計画

・調査・研究結果の報告 ・子育てニーズアンケート
調査の実施及び分析

・子ども・子育て会議の設
置

・子ども・子育て支援事業
計画の策定

・町民を交えて、子育て支
援拠点事業を検討する

行動計画の内容
　尐子化や育児ニーズの多様化に対応し、より充実した子育てサービスを提供するた
め子育て支援の充実を図ります。

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

第３次川島町行政改革大綱第３期行動計画調書・進行管理表

評価項目 5 幼稚園・保育園運営の見直し 担当課
教育総務・子育て支

援

①子ども・子育て支援事業計画策定 
            ⇒ A判定  100％ 

②町民を交えた検討 

            ⇒ A判定  100％ 
【評価】 
（①100％＋②100％）÷2＝100％  ⇒ A判定 
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　評価・・・ A：計画どおり進んでおり、効果があった
             B：概ね計画どおり進んでおり、効果が認められた
　　　　　 　C：計画より若干遅れているが、成果が出てきている
　　　　　　 D：計画より遅れている、または計画より効果が下回った
　　　　　 　E：計画の達成が困難、実施を見合わせる、または効果が非常に尐なかった

数　値
（削減効果額など）

今後の方向性

・平成24年度から人事考課
制度を本格実施。職員の制
度の習熟度をさらに高め
る。また、主査職以下の職
員についても個人目標の設
定を検討する。

・平成25年度に、課長職へ
の勤勉手当に反映させるこ
とを規定する川島町人事考
課制度実施要綱（規程）を
制定する。

・人事考課制度について
は、実施する中で都度内容
の修正を行い、制度の理解
度をさらに高める。

・勤勉手当に反映をする。

・人事考課制度について
は、実施する中でその都度
内容の修正を行い、制度の
理解度をさらに高める。

・平成27年の人事考課で
は、主幹職の12月分勤勉手
当に反映させるように、研
究する。

評　価 A ・ B ・ C ・ D ・ E A ・ B ・ C ・ D ・ E A ・ B ・ C ・ D ・ E

成果指標・計画

・人事考課制度実施要綱の
策定

・人事考課制度の実施（人
事管理・異動への反映）

・人事考課制度実施要綱
（規程）の策定

・課長職への勤勉手当に反
映

・人事考課制度の実施（人
事管理・異動への反映）

・課長職の勤勉手当に反映
　（１２月支給分）

実　績

・人事異動については、人
事考課制度に基づき、職員
の能力、適性などに応じて
実施したが、人事考課制度
マニュアルでの運用に留ま
り、実施要綱は未策定

・人事考課制度を実施し、
人事管理・異動へ反映

・川島町職員人事考課実施
要綱を平成２６年３月３１
日に策定

・川島町職員の人事異動に
おける自己申告実施規程を
平成２５年１２月２７日に
策定

・人事考課制度を実施し、
人事管理・異動へ反映し
た。

・職員人事考課を実施し、
課長職の12月分勤勉手当に
反映させた。

・川島町職員の人事異動に
おける自己申告実施規程に
基づき、主査以下の職員に
ついて異動希望を反映させ
た。

　分権型社会の担い手にふさわしい人材を育成することが重要であることから、人材
育成に関する基本方針を推進し、人事管理にも反映させるとともに、職員の能力、適
性などに応じた人事異動を行います。

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

取り組み内容

・人材育成基本方針の推進

・人事考課の実施
（規程、要綱等の整備及び
人事管理・異動への反映）

・人材育成基本方針の推進

・人事考課の実施（人事管
理・異動への反映）

・人材育成基本方針の推進

・人事考課の実施（人事管
理・異動への反映）

行動計画の内容

第３次川島町行政改革大綱第３期行動計画調書・進行管理表

評価項目 6 人事管理制度の充実 担当課 総務

①人事管理・異動への反映 

         ⇒ A判定  100％ 

②課長職への勤勉手当に反映 
         ⇒ A判定   100％ 

【評価】 
（①100％＋②100％）÷2＝100％ 

  ⇒ A判定 
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・意識改革－人事考課、接
遇研修などが不足している
ため、平成25年度はこれら
の町単独研修を充実させ
る。

・意識改革、接遇研修などは効
果を定着させるため、繰り返し
研修を実施していく。メンタル
ヘルス研修が不足しているた
め、平成26年度はこれらの町単
独研修を充実させる。
・研修基本方針については、人
材育成基本方針の内容でカバー
できることから、新たに作成し
ないこととする。

・業者委託による意識改革、接遇
研修などは効果を定着させるた
め、繰り返し研修を実施してい
く。メンタルヘルス研修が不足し
ているため、平成27年度はこれら
の町単独研修を充実させる。
・研修の効果がより高まるよう、
研修効果の測定方策の策定や内部
研修の講師を経験させる。

評　価 A ・ B ・ C ・ D ・ E A ・ B ・ C ・ D ・ E A ・ B ・ C ・ D ・ E

　評価・・・ A：計画どおり進んでおり、効果があった
             B：概ね計画どおり進んでおり、効果が認められた
　　　　　 　C：計画より若干遅れているが、成果が出てきている
　　　　　　 D：計画より遅れている、または計画より効果が下回った
　　　　　 　E：計画の達成が困難、実施を見合わせる、または効果が非常に尐なかった

実　績

・階層別基本研修への参加
対象者参加率100％（参加対
象者：40人）

・階層別基本研修への参加対象
者参加率100％（参加対象者：
79人）
・町単独研修を実施
（新規採用職員研修：４月、法
制執務研修：５月、定住促進政
策研究会：５月～10月、主任昇
任試験研修：８月、意識改革研
修：10月、接遇研修：10月、基
本的な法律研修：11月、人権同
和問題研修会：11月）

・階層別基本研修への参加対象者
参加率100％（講座数35　参加対象
者：112人）
・町単独研修を実施
（新規採用職員研修：４月、番号
法職員研修：12月2回、意識改革
（接遇）研修：10月2回、町長講
話：8月、メンタルヘルス研修会：
9月～11月4回、救命講習：1月～2
月6回、行政手続条例の一部改正に
関する研修：3月2回、人権同和問
題研修会：2月）
・研修効果の測定方法は検討中。

数　値
（削減効果額など）

今後の方向性

取り組み内容

・職員研修計画に基づいた
研修の実施

・職員研修計画に基づいた
研修の実施

・研修基本計画に基づいた
研修の実施

成果指標・計画

・階層別基本研修への対象
者参加率（100％）

・階層別基本研修への対象者参
加率（100％）

・意識改革、接遇、メンタルヘ
ルス研修（管理者が行うライン
ケア、職員が自ら行うセルフケ
ア）を実施

・研修効果を測定する手法につ
いて検討する

・階層別基本研修への対象
者参加率（100％）

・研修基本方針の策定

・町単独研修を６回以上実
施

行動計画の内容
　厳しい社会経済状況に対応し、住民目線で行政改革を推進できる職員を育成し、地
域経営感覚を養うために、意識改革などを目指した研修を積極的に行います。

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

第３次川島町行政改革大綱第３期行動計画調書・進行管理表

評価項目 7 職員の能力向上・意識改革 担当課 総務

①階層別基本研修への対象者参加率（100％）     

         ⇒ A判定  100％ 

②意識改革、接遇、メンタルヘルス研修の実施 

         ⇒ A判定  100％ 

③研修効果を測定する手法について検討 

         ⇒ D判定  40％ 
【評価】（①100％＋②100％＋③40％）÷3     

＝80％ ⇒ B判定 
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今後の方向性

・様式の見直しを行う中、
制度の実施方法について、
見直しを行うことになっ
た。よりスピーディに内部
調整が完了するように検討
し、平成25年度に手続きの
変更をする。

・よりスピーディに内部調
整が完了するように検討し
たので平成26年度は手続き
の周知を図る。

・7件の職員提案は、全て期限
（概ね２週間）までに所管課か
ら回答があり、内部調整にかか
る時間は短縮された。
・より多くの職員提案が提出さ
れるよう制度の周知を図る。

評　価 A ・ B ・ C ・ D ・ E A ・ B ・ C ・ D ・ E A ・ B ・ C ・ D ・ E

・様式の見直し

・職員提案数の向上　60件

　評価・・・ A：計画どおり進んでおり、効果があった
             B：概ね計画どおり進んでおり、効果が認められた
　　　　　 　C：計画より若干遅れているが、成果が出てきている
　　　　　　 D：計画より遅れている、または計画より効果が下回った
　　　　　 　E：計画の達成が困難、実施を見合わせる、または効果が非常に尐なかった

成果指標・計画

実　績

・様式の素案を作成（未決
定）

・職員提案数　       ６件
  新庁舎建設に伴う職員提
案
                    394件

・職員提案　　　     9件
　新庁舎サービスについて
                    394件
　パワースポット  　 43件
・採用提案の実施件数  2件
  若者の定住促進に関する
政策研究会からの提案　3件
・各課の迅速な対応を促す
ために、職員提案事務の取
り扱いについて改正

・職員提案　　　      7件
・採用提案の実施件数  5件
・「オリンピックを契機とした
町のＰＲ施策」をテーマとした
職員提案を募集し、5件の提案
があった。

数　値
（削減効果額など）

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

取り組み内容

・簡単に提案できるような
様式への見直し

・職員提案制度の実施 ・職員提案制度の実施

・職員提案数の向上   60件

・採用提案の実施件数  3件

・定期的にテーマを設けて
提案制度を普及させる

第３次川島町行政改革大綱第３期行動計画調書・進行管理表

評価項目 8 職員提案制度の活用 担当課 政策推進

行動計画の内容
　職員一人一人が、知識や経験、創意が活かされた提案をすることで、住民サービス
向上や事務改善、職場の活性化を図ります。

・職員提案制度の見直し

・職員提案数の向上   60件
・採用提案の実施件数  3件

・定期的にテーマを設けて
提案制度を普及させる
（パワースポット、新庁舎
窓口サービス）

①職員提案の件数 

          ⇒ E判定 39％ 
②採用提案の実施件数 

          ⇒ A判定 100％ 
③定期的にテーマを設けて提案制度を普及させる      
          ⇒ A判定  100％ 
【評価】（①39％＋②100％＋③100％）÷3     
＝79.6％ ⇒ C判定 
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　評価・・・ A：計画どおり進んでおり、効果があった
             B：概ね計画どおり進んでおり、効果が認められた
　　　　　 　C：計画より若干遅れているが、成果が出てきている
　　　　　　 D：計画より遅れている、または計画より効果が下回った
　　　　　 　E：計画の達成が困難、実施を見合わせる、または効果が非常に尐なかった

介護保険料　　98.6％

後期高齢者医療保険料
99.7％

今後の方向性

・今後も効果的な催告書の
送付、納税環境の整備等
（平成24年度より町税のコ
ンビニ納付導入）、効果的
な滞納整理を継続して行
う。また各担当課とも連携
し情報を共有しさらなる収
納率向上を目指す。

・今後も効果的な催告書の
送付、納税環境の整備等
（平成24年度より町税のコ
ンビニ納付導入）、効果的
な滞納整理を継続して行
う。また各担当課とも連携
し情報を共有しさらなる収
納率向上を目指す。

・今後も効果的な催告書の送
付、納税環境の整備等（平成27
年度より介護保険料及び後期高
齢者医療保険料のコンビニ納付
導入）、効果的な滞納整理を継
続して行う。また各担当課とも
連携し情報を共有しさらなる収
納率向上を目指す。

評　価 A ・ B ・ C ・ D ・ E A ・ B ・ C ・ D ・ E A ・ B ・ C ・ D ・ E

実　績

・町税　　　　　98.8％
　　（県内平均　92.8％）
・国保税　　　　93.1％
　　（県内平均　89.8％）
・介護保険料　　98.6％

・後期高齢者医療保険料
　　　　　　　　99.8％
※いずれも現年の数値
（過去の滞納分を含まない）

・町税　　　　　99.0％

・国保税　　　　93.2％

・介護保険料　　98.8％

・後期高齢者医療保険料
　　　　　　　　99.5％
※いずれも現年の数値
（過去の滞納分を含まない）

・町税　　　　　99.1％

・国保税　　　　94.9％

・介護保険料　　99.0％

・後期高齢者医療保険料
　　　　　　　　99.5％
※いずれも現年の数値
（過去の滞納分を含まない）

数　値
（削減効果額など）

取り組み内容

・徴収体制の整備（口座振
替啓発、コンビニ収納の充
実）・強化（管理体制・組
織等の検討）

・徴収体制の強化 ・徴収体制の強化

成果指標・計画

町税(住民,法人,固定,軽自)
                  98.5％

国保税　　      　92.4％

※
平
成
1
9
～

2
2
年
度
の

平
均
値
と
す
る
）

町税(住民,法人,固定,
軽自)　       98.3％

国保税　　　　91.6％

行動計画の内容
　町財政や特別会計財政（国民健康保険、後期高齢者医療保険、介護保険）の基盤を
強化するため、より一層の口座振替を推奨しながら、現在のライフスタイルに合った
納税環境を整え、町税等の収納率向上を図ります。

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

第３次川島町行政改革大綱第３期行動計画調書・進行管理表

評価項目 9 町税等の収納率向上 担当課 税務・健康福祉

介護保険料　　　　98.7％

後期高齢者医療保険料
　　　　　　　　　99.7％

町税(住民,法人,固定,軽自)
                  99.0%

国保税　　　　　　93.2%

介護保険料　　　　98.9％

後期高齢者医療保険料
　　　　　　　　　99.8％

①町税                 ⇒ A判定 100％ 
②国保税        ⇒ A判定 100％ 
③介護保険料   ⇒ A判定  100％ 
④後期高齢者医療保険  ⇒ B判定 80% 

【評価】（①100％＋②100％＋③100％＋④80%）

÷4 ＝ 95％ ⇒ B判定 
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第３次川島町行政改革大綱第３期行動計画調書・進行管理表

評価項目 10 補助金・負担金等の見直し 担当課 政策推進課

行動計画の内容
各種補助金・負担金等について、交付目的や事業効果の検証を進めるとともに引き続
き適正化を行います。

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

取り組み内容

・補助金・負担金等の見直
し

・補助金・負担金等の見直
し

・補助金・負担金等の見直
し

成果指標・計画

・補助金交付基準（チェッ
クシート）により、補助金
等の交付決定時に補助金交
付の妥当性の確認

・補助金交付基準により、
補助金等の交付決定時に確
認

・Ｈ25の精査対象補助につ
いてフォローアップ

・補助金交付基準により、
補助金等の交付決定時に確
認

・Ｈ22の見直し以降の成果
を検証。団体への運営費補
助について重点精査

　評価・・・ A：計画どおり進んでおり、効果があった
             B：概ね計画どおり進んでおり、効果が認められた
　　　　　 　C：計画より若干遅れているが、成果が出てきている
　　　　　　 D：計画より遅れている、または計画より効果が下回った
　　　　　 　E：計画の達成が困難、実施を見合わせる、または効果が非常に尐なかった

今後の方向性

・各課における取組の検証
及び課題の整理が必要。特
に団体等への運営費補助に
ついては改めて検証する必
要がある

・未達成の３割について、
Ｈ26以降、重点的にフォ
ローアップを実施する

・今後は、交付目的や事業
効果について定期的に検証
する。

実　績

・交付基準等を改めて各課
に通知し、適正な執行を依
頼し、団体への運営費補助
については、政策推進課へ
の合議を要求し、補助金交
付基準により補助金交付の
妥当性の確認を実施

・Ｈ22の検討委員会による
見直し事項の達成状況を検
証（140件中96件　約７割達
成済み）

・未達成の３割について
も、Ｈ26に達成を目指すこ
とで担当課の理解を得る

・Ｈ25の精査対象補助につ
いてフォローアップを実施
し、Ｈ22の検討委員会によ
る見直し事項を全件達成
（全140件）

数　値
（削減効果額など）

評　価 A ・ B ・ C ・ D ・ E A ・ B ・ C ・ D ・ E A ・ B ・ C ・ D ・ E

①補助金交付基準により、補助金等の交付決定

時に確認 ⇒ A判定 100％ 

②Ｈ22の見直し以降の成果を検証、団体への運

営費補助について重点精査 
        ⇒ A判定 100％ 

【評価】 
（①100％＋②100％）÷2＝100％ 

  ⇒ A判定 
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　評価・・・ A：計画どおり進んでおり、効果があった
             B：概ね計画どおり進んでおり、効果が認められた
　　　　　 　C：計画より若干遅れているが、成果が出てきている
　　　　　　 D：計画より遅れている、または計画より効果が下回った
　　　　　 　E：計画の達成が困難、実施を見合わせる、または効果が非常に尐なかった

今後の方向性

・引き続き、計画どおり進
める。

・引き続き、計画どおり進
める。

・引き続き、計画どおり進
める。

評　価 A ・ B ・ C ・ D ・ E A ・ B ・ C ・ D ・ E A ・ B ・ C ・ D ・ E

実　績

・平成24年4月より調理・洗
浄部門（臨時職員）の外部
委託を実施

・調理・洗浄部門及びボイ
ラー運転業務の外部委託を
実施

・調理・洗浄部門及びボイ
ラー運転業務の外部委託を
実施

・給食配送業務の外部委託
に向けた課題の整理を実施

数　値
（削減効果額など）

取り組み内容

・給食センター業務の外部
委託の推進

・給食センター業務の外部
委託の推進

・給食センター業務の外部
委託の推進

成果指標・計画

・調理員（臨時職員）の外
部委託の実施

・ボイラー運転業務の外部
委託の実施

・給食配送業務の外部委託
の実施に向けて、課題を整
理して、計画を進める

行動計画の内容
　コストの削減、職員の適正化、施設の管理運営等に資するため、費用対効果やス
ケールメリットを十分に検討して、公共施設（給食センター）の外部委託を推進しま
す。

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

第３次川島町行政改革大綱第３期行動計画調書・進行管理表

評価項目 11 公共施設の外部委託（給食センター） 担当課 教育総務

給食配送業務の外部委託における課題の

整理  
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A ・ B ・ C ・ D ・ E

・図書館職員により図書館
のあり方について検討し、
『川島町立図書館の目指す
サービス（案）』を作成

・図書貸出冊数　114,626冊
　前年度対比１％の向上

・入館者数29,515人
　来館者データを把握

・利用者アンケートを実施
し、147人の方から回答を得
た

・図書館のあり方研究会の
設置

・図書館利用者数の向上
（入館者数 平成24年度比
2％向上）

・利用者の満足度の調査

・町民・企業との連携方策
の調査・研究結果の報告

・図書貸出冊数の向上
（H23年度 対比3％の向上）

・図書館利用者数の把握と
分析

・利用者アンケートの実施

・図書館のあり方研究会の
報告に基づき短期・中期・
長期的に計画を決定する。

・図書館利用者数の向上
（入館者数 平成25年度比
2％向上）

　評価・・・ A：計画どおり進んでおり、効果があった
             B：概ね計画どおり進んでおり、効果が認められた
　　　　　 　C：計画より若干遅れているが、成果が出てきている
　　　　　　 D：計画より遅れている、または計画より効果が下回った
　　　　　 　E：計画の達成が困難、実施を見合わせる、または効果が非常に尐なかった

今後の方向性

・『川島町立図書館の目指
すサービス（案）』を検討
する為、学識経験者などに
よる「図書館のあり方研究
会」を立ち上げることにし
た。

・「川島町立図書館行動計
画」に基づき、事業を実施
していく。

評　価 A ・ B ・ C ・ D ・ E A ・ B ・ C ・ D ・ E

・あり方研究会の報告等を
検討し、将来目標を策定す
る。

実　績

・図書館のあり方研究会の
報告に基づき、「川島町立
図書館行動計画」を策定。

・入館者数  32,317人
  前年度対比　7.1％増
　
　貸出件数　116,935件
　前年度対比　2.3％増
　
　利用者数　20,410人
　前年度対比　4.8％増

数　値
（削減効果額など）

・図書館のあり方研究会を5
回開催し「報告書」として
まとめ教育長に提出

・図書館入館者数 30,168人
前年度対比2.2%の向上

・利用者満足度の調査実施
　利用者118人から回答を得
て、利用満足度や要望を把
握

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

取り組み内容

・町民・企業と連携方策の
検討と新規事業の試行的実
施（図書館サービスの充
実）

・町民・企業との連携方策
の検討結果による計画の推
進

成果指標・計画

行動計画の内容
　町民ニーズに迅速かつ柔軟に対応し、サービスに反映できるよう、町民・企業と連
携した公共サービスの充実を推進します。

第３次川島町行政改革大綱第３期行動計画調書・進行管理表

評価項目 12
町民・企業と連携した公共サービスの充
実（図書館）

担当課 生涯学習

・町民・企業と連携した図
書館サービスの検討

①計画の決定 

         ⇒ A判定 100％ 

②図書館利用者数の向上 

         ⇒ A判定 100％ 

 
【評価】 

（①100％＋②100％）÷2＝100％ 
  ⇒ A判定 
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・ＩＣＴ（特に電子入札）
の活用

・クラウド方式に向けた調
整

・ペーパレス化の推進

・電子入札の試行開始

・コピー用紙購入枚数
2,062,500枚（H23実績）以
下

・クラウドシステムの検討
結果の報告

・PC利用率調査の実施

・利用業者への電子入札の
説明会及び試行実施

・コピー用紙購入枚数（平
成23年度購入枚数2,062,500
枚以下）

・クラウドシステム方式の
スケジュールの確立

・PC利用率調査の実施

・ＩＣＴ（特に電子入札）
の活用

・クラウド方式に向けた調
整

・ペーパレス化の推進

・ＩＣＴ（特に電子入札）
の活用

・クラウド方式に向けた調
整

・ペーパレス化の推進

第３次川島町行政改革大綱第３期行動計画調書・進行管理表

評価項目 13 電子自治体の推進 担当課 政策推進

行動計画の内容

　ＩＣＴや広域行政組織のクラウド方式の活用により、事務の効率化・スピード化を
図るとともに、電子入札共同システムなどを活用し、利便性の向上を図ります。電子
自治体の推進において重要な課題である個人情報の保護と情報セキュリティ対策を推
進します。
　また、庁内ＬＡＮの有効活用による、職員の情報共有化を図り、ペーパレス化を推
進します。

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

A ・ B ・ C ・ D ・ E A ・ B ・ C ・ D ・ E

取り組み内容

成果指標・計画

・利用業者への電子入札の実施

・コピー用紙の使用実態につい
て分析し、最適なペーパレス化
に向けた方策を検討し、逐次実
施する

・クラウドシステム方式のスケ
ジュールの確立

・PC利用率調査の実施

実　績

数　値
（削減効果額など）

・電子入札試行の実施
・業者説明を実施
・コピー紙購入枚数
　2,187,500枚
・クラウドシステムの検討
　結果３月報告済み
・PC利用率　85％

・電子入札を実施
・印刷室のコピー用紙管理簿を基に
した使用実態の調査を実施したが、
ペーパレス化に向けた方策は検討中
（コピー紙購入枚数2,270,000枚）
・PC利用率86％
・クラウドシステム方式のスケ
ジュールを確立

・電子入札の導入にかか
る、インターネット環境が
適合しなかったため試行で
きなかった。
・コピー紙購入枚数
　2,137,500枚
・クラウドシステムの検討
結果３月報告
・PC利用率調査を3月実施

　評価・・・ A：計画どおり進んでおり、効果があった
             B：概ね計画どおり進んでおり、効果が認められた
　　　　　 　C：計画より若干遅れているが、成果が出てきている
　　　　　　 D：計画より遅れている、または計画より効果が下回った
　　　　　 　E：計画の達成が困難、実施を見合わせる、または効果が非常に尐なかった

今後の方向性

・電子入札については、平
成25年度、早期に環境設定
を行い、業者説明会を経て
試行する。
・コピー用紙の各課の使用
状況を確認し増加の原因を
調査し、削減に努める。

・電子入札については平成26年
度の実施を予定する。
・コピー用紙の各課の使用状況
を確認し増加の原因を調査し、
削減に努める。
・PC利用率は今回の結果を来年
度比較する。

・管理簿で調査した結果を基
に、使用枚数が多い部署に原因
調査を行い、最適なペーパレス
化について検討する。

・事務の効率化、スピードアッ
プにつながる方策について検討
する。

評　価 A ・ B ・ C ・ D ・ E

①利用業者への電子入札の実施 
               ⇒ A判定  100％ 
②コピー用紙使用実態分析 
             ⇒ B判定   80％ 
③クラウドシステム方式のスケジュール確立 

             ⇒ A判定  100％ 
④PC利用率調査の実施 
             ⇒ A判定  100％ 
【評価】 
（①100％＋②60％＋③100％＋④100％）÷4 
＝   95％  ⇒    B判定 
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行動計画の内容
　窓口を利用される方のニーズに迅速かつ適切に対応し、皆様に満足していただける
窓口としていくため、サービス体制の見直し等を検討していきます（利用案内やマ
ナーマニュアル作成、お客様アンケートの実施）。

平成２４年度 平成２５年度

第３次川島町行政改革大綱第３期行動計画調書・進行管理表

評価項目 14 窓口サービスの向上 担当課
全課

（取りまとめ：政策）

平成２６年度

取り組み内容

　

成果指標・計画

・来庁者満足度の向上
（80点以上の満足度）

・来庁者満足度の向上
（85点以上の満足度）

・印鑑登録カードから町民
カードへの切り替えを全件
終了させる

・窓口アンケート回収件数
　の向上　　　　100件

・来庁者満足度の向上
（85点以上の満足度）

・新庁舎での窓口案内方法
の決定

・サービス向上のため、接
遇研修を利用し資質向上に
つとめる。また、他自治体
の先進的なサービスについ
ても検討し、導入を進めた
い。
・自動交付機で住民票の写
しなどを取得できる、町民
カードの切り替えを促進
し、窓口サービスを向上さ
せる。

・さらに、サービス向上の
ため、接遇研修を利用し資
質向上に努める。また、他
自治体の先進的なサービス
についても検討し、導入を
進めたい。
・新庁舎での窓口案内の方
法について検討する。

・継続して、窓口サービスの向
上について研究し、庁舎の移転
を機に、利便性が高まるよう努
める。
・まちづくりの視点で、役場利
用者が来庁する際の利便性が高
まる方法について検討する。

評　価 A ・ B ・ C ・ D ・ E A ・ B ・ C ・ D ・ E A ・ B ・ C ・ D ・ E

・利用案内とマナーマニュ
アルの作成

・窓口アンケートの実施、
受付等のサービスの見直し

・窓口アンケートの実施

・サービスの見直し

・窓口アンケート内容の見
直し及び実施をする

・窓口サービスの見直し

　評価・・・ A：計画どおり進んでおり、効果があった
             B：概ね計画どおり進んでおり、効果が認められた
　　　　　 　C：計画より若干遅れているが、成果が出てきている
　　　　　　 D：計画より遅れている、または計画より効果が下回った
　　　　　 　E：計画の達成が困難、実施を見合わせる、または効果が非常に尐なかった

実　績

・窓口アンケートの実施
（１月～２月）
満足度　79.5点

・窓口アンケートの実施
　（3月）
　満足度　83.0点
・印鑑登録者のうちの町民
カードの割合（4月1日現
在）
　86.2%

・ワンストップ窓口サービスの
実施について調査研究を実施。
平成27年度も継続して検討す
る。
・新庁舎での各課局室の案内版
の内容を、利用者がわかりやす
いものとなるよう精査した。

数　値
（削減効果額など）

今後の方向性

①窓口アンケート回収件数  

     ⇒ D判定 40% 

②来庁者満足度 

      ⇒   D判定 40％ 

③新庁舎での窓口案内方法決定 

      ⇒ A判定 100% 

【評価】 

（①40％＋②40％＋③100）÷3＝60 ％ 

 ⇒ C判定 
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・情報公開の推進
（ＨＰ・広報紙・ツイッ
ター等の充実）

・障がい者、外国人にも配
慮した情報の提供について
検討する

・ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄの活用

第３次川島町行政改革大綱第３期行動計画調書・進行管理表

評価項目 15 情報公開の推進 担当課
全課

（取りまとめ：政策）

・HP年間アクセス数110,000件
以上
･ツイッター
　　ツイート数　450件以上
・かわべえメール
　　登録者数　6,800件以上
・町民コメント制度実施要綱に
定められた対象となる施策など
のパブリックコメント実施率
100％
・障がい者、外国人等に配慮し
たホームページの導入スケ
ジュールの作成

行動計画の内容
　情報公開を推進するため、広聴・広報機能を充実させるとともに、まちの情報を共
有できる環境づくりを進めます。
　また、外国人、高齢者及び障がいのある方などにも対応した情報提供を行います。

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

・HP年間アクセス数100,000
件以上

・情報公開の推進
（ＨＰ・広報紙・ツイッ
ター等の充実）

・障がい者、外国人にも配
慮した情報の提供

・ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄの活用

・情報公開の推進
（ＨＰ・広報紙・ツイッ
ター等の充実）

・障がい者、外国人にも配
慮した情報の提供

・ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄの活用

A ・ B ・ C ・ D ・ E A ・ B ・ C ・ D ・ E A ・ B ・ C ・ D ・ E

取り組み内容

成果指標・計画

実　績

・HP年間アクセス数
　　　　　　　100,086件

・HP英字ページの作成

・HP年間アクセス数
                 106,557件
・ツイッターツイート
　　　　　　　　　　401件
・かわべえメール　1,090件
・パブリックコメント　100%
                 （1件/1件）

・HP年間アクセス数
                150,658件
・ツイッターツイート
　　　　　　　　　　215件
・かわべえメール 　1,856件
・パブリックコメント　100%
             （9件/9件）
・障がい者、外国人等に配慮し
たホームページの導入スケ
ジュールを作成

･HP年間アクセス数105,000
件以上
･ツイッター
　　　ツイート数450件以上
・かわべえメール
　　登録者数　1000件以上
・町民コメント制度実施要
綱に定められた対象となる
施策などのパブリックコメ
ント実施率100％

数　値
（削減効果額など）

　評価・・・ A：計画どおり進んでおり、効果があった
             B：概ね計画どおり進んでおり、効果が認められた
　　　　　 　C：計画より若干遅れているが、成果が出てきている
　　　　　　 D：計画より遅れている、または計画より効果が下回った
　　　　　 　E：計画の達成が困難、実施を見合わせる、または効果が非常に尐なかった

今後の方向性

・町の情報を迅速に正確
に、伝えられるように、
ホームページやツイッ
ター、かわべえメールの充
実を図る。

・町の情報を迅速に正確に、伝
えられるように、ホームページ
やツイッター、かわべえメール
の充実を図る。また、外国人・
障がい者等への対応も検討す
る。特に、かわべえメールにつ
いては、集中的に周知を行い全
世帯での登録を目指す。

・町の情報を迅速に正確に伝え
られるように、ホームページや
ツイッター、かわべえメールの
充実を図る。また、Ｈ27の町Ｈ
Ｐリニューアルに際し、外国
人・障がい者等への対応を実施
する。

評　価

①HP年間アクセス数 

                             ⇒ A判定 100％ 

②ツイッター  実績215件/成果指標：450件       

          ⇒ D判定   40％ 

③かわべえメール 実績1,856件/成果指標：6,800件 

                   ⇒ E判定 39％ 

④パブリックコメント実施率  

                              ⇒ A判定 100％ 

⑤障がい者、外国人等に配慮したホームページ導入スケ

ジュール    ⇒  A判定 100% 

【評価】 

（①100％＋②40％＋③39％＋④100％＋⑤100%） 

÷5  ＝75.8％ ⇒ C判定 



1 6

平成２５年度

行動計画の内容

　協働のまちづくりを推進するため、町民のアイデアや意見を募り、町政に反映させ
る機会（広聴箱やまちづくり懇談会など）の充実を図ります。
　また、お年寄り、妊婦及び障がいのある方など、助けを必要としている人を地域で
支え合う共助を育むため、地域団体や社協、商工会などと連携しながら、ボランティ
アによる地域支え合いのまちづくりを推進します。

第３次川島町行政改革大綱第３期行動計画調書・進行管理表

評価項目 16 町民と協働によるまちづくり 担当課
健康福祉・農政産業・総

務・政策推進

平成２６年度平成２４年度

取り組み内容

成果指標・計画

・登録ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ数の向上
サポーター会員数30人

・広聴事業の普及促進
　町長への提言（広聴箱、
郵便、ファクス、電子メー
ルなど）　100件以上

・まちづくり懇談会の実施

・登録ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ数の向上
サポーター会員数50人

・広聴事業の普及促進
　町長への提言（広聴箱、郵
便、ファクス、電子メールな
ど）への回答率100％

・区長との意見交換会（６会
場）の実施

・かわじま安心お助け隊
（地域支え合い事業）の開
始

・町民提案制度の普及推進

・地域支え合いの仕組みの
構築・実施

・町民提案制度の普及推進

・地域支え合いの実施

・町民提案制度の普及推進

・地域支え合いの実施・検
討

・町民提案制度の普及推進

　評価・・・ A：計画どおり進んでおり、効果があった
             B：概ね計画どおり進んでおり、効果が認められた
　　　　　 　C：計画より若干遅れているが、成果が出てきている
　　　　　　 D：計画より遅れている、または計画より効果が下回った
　　　　　 　E：計画の達成が困難、実施を見合わせる、または効果が非常に尐なかった

今後の方向性

・かわじま安心お助け隊
は、利用者の拡大を図るた
め、制度のPRを引き続き
行っていく。現状では、利
用会員に対しｻﾎﾟｰﾀｰ会員が
不足しているため、安定し
て事業が運営できるよう、
まずはｻﾎﾟｰﾀｰ会員の増加を
目指す。

・今年度も引き続き地域支
え合い事業のＰＲを行い、
利用者・サポーター会員の
増加を目指す。また、今年
県補助金が最終年度（３年
目）になるため、今後の実
施体制等について検討して
行く必要がある。

・平成26年度より、町社会福祉
協議会単独事業（県補助の終
了）として実施。
・サポーター会員数が目標値に
届かなかったため、サポーター
会員増加のための方法を検討す
る。
・地域住民を主体とした憩いの
サロンづくりを、新たに展開し
ていく。

評　価 A ・ B ・ C ・ D ・ E A ・ B ・ C ・ D ・ E A ・ B ・ C ・ D ・ E

数　値
（削減効果額など）

実　績

・かわじま安心お助け隊
   サポーター会員数32名
　利用会員数129名
・広聴事業の実施
　町長への提言　80件
　（広聴箱 7件、郵送 8件
　電子メール　64件　来庁1
件）
・まちづくり懇談会
　　　　　　　　　　　参加者189
人
・広報紙に広聴用ハガキの折
り込み2回実施

・かわじま安心お助け隊を
平成24年9月1日より開始
　ｻﾎﾟｰﾀｰ会員数21名
　利用会員数70名
・広聴事業の実施
　町長への提言　80件
　（広聴箱15件、郵送4件
　電子メール　61件）
　・まちづくり懇談会
            参加者217人
・広報紙に広聴用ハガキの折
り込みを開始

・かわじま安心お助け隊
　サポーター会員40名
　利用会員数184名
・広聴事業の実施
　町長への提言40件（広聴
箱4件、郵送5件、電子メー
ル30件）うち回答率95％
・まちづくり懇談会
　　　　　　参加者71人

①サポーター会員数  
           ⇒ B判定  80％ 
②広聴事業の普及促進 町長への提言への回
答率＝95％       ⇒ B判定 
③まちづくり懇談会の実施 
           ⇒ A判定   100％ 
【評価】（①80％＋②80％＋③100％）÷3 
 ＝  86.6％ ⇒ B判定 
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行動計画の内容
　町民主体のまちづくりが行われる環境を目指し、コミュニティ意識の高揚や東日本
大震災の教訓を活かしながら、地域の自治会や団体等の自主的な活動を支援します。

第３次川島町行政改革大綱第３期行動計画調書・進行管理表

評価項目 17 地域団体による活動の推進 担当課 総務

平成２４年度

成果指標・計画

・自主防災組織の結成推進
　
・新規自主防災組織結成数
　30団体

・自主防災組織の結成推進
　
・自主防災組織結成（町内
全域）

・自主防災組織の育成推進

・自主防災組織結成
  10団体

平成２５年度 平成２６年度

取り組み内容

・防災活動など自発的・自
立的な地域による活動を推
進（コミュニティ協議会の
充実等）

・地域活動の推進 ・地域活動の推進

実　績

・各地区で自主防災組織結
成に向けての説明会を実施
し、自主防災組織を24団体
結成

・新規自主防災組織結成団体
　18団体
※当初、地区ごとに団体を結成
するとし、30団体結成を目標と
したが、複数の地区で一つの自
主防災組織を結成したため(八
幡10地区、角泉3地区、出丸四
区2地区）、結成団体数は18団
体となったが、当初予定してい
た30地区で結成はしている。

・新規自主防災組織結成団体
　12団体
※当初、町内全域での結成を目
標としたが、平成26年度の新規
結成団体は12団体で、4地区が
未結成となっている。（53地区
結成／57地区）

数　値
（削減効果額など）

　評価・・・ A：計画どおり進んでおり、効果があった
             B：概ね計画どおり進んでおり、効果が認められた
　　　　　 　C：計画より若干遅れているが、成果が出てきている
　　　　　　 D：計画より遅れている、または計画より効果が下回った
　　　　　 　E：計画の達成が困難、実施を見合わせる、または効果が非常に尐なかった

今後の方向性

・自警団への補助（自警消
防運営費委託料）と自主防
災会への重複補助の解消を
図り、自発的な自主防災活
動事業に対する補助に切り
替えていく。

・自警団への補助（自警消防運
営費委託料）と自主防災会への
重複補助の解消を図り、自発的
な自主防災活動事業に対する補
助に切り替えていく。

・自警団への補助（自警消防運
営費委託料）と自主防災会への
重複補助の解消を図り、自発的
な自主防災活動事業に対する補
助に切り替えていく。
・自主防災組織未結成の地区で
の結成を推進し、町内全域の結
成を目指す。

評　価 A ・ B ・ C ・ D ・ E A ・ B ・ C ・ D ・ E A ・ B ・ C ・ D ・ E

自主防災組織町内全域結成 

実績53件/成果指標：57件 92.9％  ⇒ B判

定           


